
宮城働き方改革推進支援センター、社会保険労務士の佐々木章良と申します。
本日はよろしくお願いいたします。
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本日は厚生労働省が令和4年2月25日に作成いたしましたカスタマーハラスメ
ント対策企業マニュアルのポイントについて解説させていただきます。
こちらの冊子はインターネットでカスタマーハラスメント対策企業マニュ

アルと検索すればダウンロードすることができます。
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本日のセミナーの内容ですが、
1.カスハラとクレームの違い
2.カスハラの発生状況
3.カスハラとは
4.カスハラ対策の必要性
5.企業が具体的に取り組むべきカスハラ対策
6.企業の取組のきっかけ、メリット、運用
について解説いたします。

3



まずはカスハラとクレームの違いについて解説いたします。
クレームとカスハラを同じものだと思っている方がいらっしゃるかもしれま
せん。しかしカスハラとは、クレームすべてを指すものではなく、クレーム
には、商品やサービス等への改善を求める正当なクレームがある一方、過剰
な要求を行ったり、商品やサービスに不当な言いがかりをつけたりする悪質
なクレームもあります。
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クレームとカスハラについて図にするとこのような感じになるかと思いま
す。私が考えるカスハラのパターンは、①の始まりはクレームだが対応のま
ずさによりカスハラに発展したものと、②の始めから嫌がらせを目的として
いるものに分けられます。
②については、最近の権利意識の強まりや何でも批判しなければ気が済ま

ない風潮により、迷惑行為だと自覚しない人がほとんどだと感じます。
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クレームに関してはグッドマンの法則①にあるように、対応によっては
ファンになってくれる可能性があります。ゆえにクレームは商品・サービス
の改善のヒントとなり、重要な情報や意見となります。
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それでは、カスハラの発生状況について見てみましょう。ハラスメントに
関する相談件数はパワハラ・セクハラの次にカスハラが多いのですが、相談
件数の傾向として、カスハラだけが件数が増加している割合が減少している
より高いとなっています。パワハラやセクハラに関しては意識が高まってい
ますが、カスハラに関してはまだそこまで意識が高まっていないという現状
が伺えます。
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ハラスメント該当件数ですが、カスハラに該当する事案があったとする企
業の割合が92.7％と最も高くなっています。この調査は主にお客さまと対面
で接する企業を対象にしていますので、ＢtoＣ企業に関してはほとんどの会
社がカスハラの問題を抱えていると言えます。
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カスハラの発生状況ですが、いちばん件数が多いハラスメントはパワハラ
になりますが、過去３年間でカスハラを１度以上経験した者の割合が15％と
なっており、セクハラより割合が高くなっています。
カスハラの内容ですが、⾧時間の拘束や同じ内容を繰り返すクレームや名

誉毀損・侮辱・ひどい暴言が上位となっております。
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これらの統計から読み取れることは、セクハラやパワハラといった内部的
なハラスメントについては近年の法改正等で社内意識が高まったことにより
減少傾向にありますが、外部的なカスハラに関しては、お客さまは神様だと
いう意識や自分勝手な正義感といった顧客の意識には変化がみられず、さら
にコロナ等の社会的なストレスにより、顧客とのトラブルは増える傾向にあ
ると伺えます。
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それでは、カスハラとはどのようなことなのか、詳しく説明していきます。
カスタマーハラスメント対策企業マニュアルではカスハラとはこのように

定義しています。赤字の部分がキーワードになります。このキーワードであ
る「要求内容の妥当性」「要求を実現するための手段・態様が社会通念上不
相応なもの」についてこれから解説いたします。

11



「顧客等の要求の内容が妥当性を欠く場合」についてですが、要求の内容
が著しく妥当性を欠く場合は、その実現のための手段・態様がどのようなも
のであっても、社会通念上不相応とされる可能性が高くなります。
また要求の内容に妥当性がある場合でも、その実現のための手段・態様の

悪質性が高い場合は、社会通念上不相応とされることがあります。
「要求の内容が、企業の提供する商品・サービスの内容とは関係ない場

合」は、企業には瑕疵・過失がないことになりますので、まさに言いがかり
となります。
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「要求を実現するための手段・態様が社会通念上不相応な言動」の例とし
てこちらが挙げられます。黒字が要求内容の妥当性にかかわらず不相応とさ
れる可能性が高いもの、青字が要求内容の妥当性に照らして不相応とされる
場合があるものになります。
ざっくり言えば、高圧的なもの、しつこいもの、がめついものになります

ね。
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参考までにカスハラが抵触する法律についてまとめました。対面でのトラ
ブルだけではなく、ＳＮＳでの誹謗・中傷によるカスハラということも念頭
に入れなければいけないものになるかと思います。
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ただし、難しいのがカスハラかどうかの判断基準で、企業ごとにその基準
は異なると思われます。一定のレベルを超えた場合に悪質であるとして毅然
と対応している企業もあれば、顧客第一主義の中でお客さまが納得いくまで
対応するとの基準を設けている企業もあります。
各社であらかじめカスハラの判断基準を明確にした上で、企業内の考え方、

対応方針を統一して現場と共有しておくことが重要と考えられます。
企業のカスハラ判断基準の例として、説明責任を十分果たした上で、それ

でも納得いただけないかで判断している、商品に瑕疵がないか、サービス提
供側で非がある対応をしていないかで判断している、といったものがありま
す。
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それではカスハラ対策の必要性について解説いたします。まずはカスハラ
による従業員への影響です。
業務のパフォーマンスの低下、頭痛、睡眠不良、精神疾患、耳鳴りといっ

た健康不良、現場対応への恐怖、苦痛による従業員の配置転換、休職、退職
が挙げられます。
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続いてカスハラによる企業への影響ですが、現場対応、電話対応、謝罪訪
問、対応方法の検討といった時間の浪費、顧客対応によって他業務が行えな
いといった業務上の支障、従業員離職に伴う従業員の新規採用、教育コスト
といった人員確保の問題、商品・サービスの値下げ、慰謝料要求への対応、
代替品の提供といった金銭的損失、店舗・企業に対する他の顧客等のブラン
ドイメージの低下が挙げられます。
とりわけＳＮＳでネガティブな情報が拡散されると、その影響は計り知れ

ません。カスハラとは関係ありませんが、最近も仙台市内の飲食店のネガ
ティブ情報が拡散されたことで、マスコミに報道され、市でも調査に入り、
最終的に閉店になるといった、経営的に致命的なダメージを負う事案があり
ました。
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そしてカスハラによる他の顧客等への影響ですが、来店する他の顧客の利
用環境、雰囲気の悪化や業務遅滞によって他の顧客等がサービスを受けられ
ないといったことが挙げられます。正直な話、窓口が混み合っている時に喧
嘩腰に担当者に当たり散らしている人を見ると私もイライラしてしまいます
し、それがお店なら私はもう行かないと思ってしまいます。
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また、ハラスメントを放置していると企業には賠償責任請求のリスクがあ
ります。判例でも不適切な対応を取ったことにより損害賠償責任を負うとさ
れたものがあります。反対にトラブル対応を十分に行っていたことで賠償責
任が認められなかった判例もあります。
このように、顧客からだけではなく従業員からも訴訟リスクがあることを

念頭に置かなければいけません。
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それでは、企業が具体的に取り組むべきカスハラ対策について解説します。
まずはカスハラを想定した事前の準備です。こちらは①事業主の基本方針・
基本姿勢の明確化、従業員への周知・啓発、②従業員（被害者）のための相
談対応体制の整備、③対応方法、手順の策定、④社内対応ルールの従業員等
への教育・研修があります。
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続いては、カスハラが実際に起こった際の対応です。こちらは⑤事実関係
の正確な確認と事案への対応、⑥従業員への配慮の措置、⑦再発防止のため
の取組、⑧その他、カスハラの予防・解決のために取り組むべきことになり
ます。それではこの①から⑧までを順に解説していきましょう。
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①基本方針・基本姿勢の明確化、従業員への周知・啓発は、セクハラやパ
ワハラと同様に、企業として、職場におけるカスハラをなくす旨の方針を明
確にし、トップ自らが発信することが重要です。基本方針や姿勢を明確にす
ることにより、企業が従業員を守り、尊重しながら業務を進めるという安心
感が従業員に育まれます。
基本方針に含める要素は、カスハラの内容、カスハラは自社にとって重大

な問題である、カスハラを放置しない、カスハラから従業員を守る、従業員
の人権を尊重する常識の範囲を超えた要求や言動を受けたら、周囲に相談し
て欲しい、カスハラには組織として毅然とした対応をするといったものにな
ります。
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これらの要素を反映させた基本方針の例がこちらになりますので読み上げ
ます。
弊社は、お客様に対して真摯に対応し、信頼や期待に応えることで、より

高い満足を提供することを心掛けます。一方で、お客様からの常識の範囲を
超えた要求や言動の中には、従業員の人格を否定する言動、暴力、セクシュ
アルハラスメント等の従業員の尊厳を傷つけるものもあり、これらの行為は、
職場環境の悪化を招く、ゆゆしき問題です。わたしたちは、従業員の人権を
尊重するため、これらの要求や言動に対しては、お客様に対し、誠意を
もって対応しつつも、毅然とした態度で対応します。もし、お客様からこれ
らの行為を受けた際は、従業員が上⾧等に報告・相談することを奨励してお
り、相談があった際には組織的に対応します。
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②従業員（被害者）のための相談対応体制の整備ですが、こちらもセクハ
ラやパワハラと同様に相談体制の整備が重要です。カスハラを受けた従業員
が気軽に相談できるように相談対応者を決めておき、または相談窓口を設置
して従業員に広く周知します。
このような対応を実現するためには、人事労務部門や法務部門、弁護士や

社労士等の外部関係機関と連携できるような体制を構築するとともに、具体
的な対応方法をまとめたマニュアルを整備し、相談対応者向けに定期的に研
修等を実施することが有効です。
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カスハラに対応する体制の構築ですが、従業員からの相談を受ける相談対
応者、相談窓口とは別に、カスハラ対策を推進し、取組全体を所轄する組織
があるとよいでしょう。
パワハラやセクハラに関しては直属の上⾧が行為者になる可能性がありま

すが、カスハラの場合はまず直属の上⾧が対応することが想定されます。ク
レームやカスハラは初動対応が重要ですので、現場と管理部門の役割分担を
して体制を構築する方が効果的と考えられます。
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③対応方法、手順の策定ですが、各社の業務内容、業務形態、対応体制、方針等
の状況に合わせて、あらかじめ対応方法例を準備しておくことが重要です。また、
顧客等への対応は、基本的には複数名で対応し、対応者を一人にさせない、行為が
深刻な場合は一次対応者に代わって現場監督者が対応する等、従業員の安全にも配
慮する必要があります。
①対象となる事実、事象を明確かつ限定的に謝罪するについては、不快感を抱かせ
たことに謝り、正確に状況が把握できていない段階では、企業として非を認めたよ
うな発言をすることは望ましくありません。非を認めて謝罪するのは、事実確認を
して当方に非があると社内で判断をしたときになります。
②状況を正確に把握するについては、今後顧客と連絡が取れるように、顧客の名
前・住所・連絡先等の情報を得ることがポイントです。匿名の状況では主張が一方
的になる傾向がありますし、名前を名乗らなければならないことでトーンダウンす
る場合があります。
顧客の話す内容に不明確なものがあれば確認をし、不足する情報があれば追加で

意見をもらい、顧客の勘違いがあれば正しい情報を提供します。状況を正確に把握
するためには、常に冷静で穏やかに対応することが求められます。
③現場監督者（一次相談対応者）または相談窓口に情報共有するについては、相談
対応者が正確かつ迅速に状況を把握するため、現場対応者は顧客の要望のみならず、
できるだけ事実関係を時系列で整理して報告することが望まれます。
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顧客等からの犯罪行為等により、法的な手続や、警察や弁護士等との連携
が必要な場合、現場対応だけでは解決できないケースがあります。その場合、
本社・本部と連携して対応にあたる必要があることから、あらかじめ本社・
本部への報告が必要な事項、報告する場合の手続を事前に決めておきます。
こちらはクレーム対応の延⾧として、相談手続を扱うようにしておくとよい
と考えられます。
本社・本部への報告の際に共有すべき内容として、対応日時、場所、対応

従業員、要望の内容、要望者の情報、管理者の指示、対応結果等が挙げられ
ます。
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④社内対応ルールについての従業員等への教育・研修の内容は、経営層の
メッセージを含めることや、あらかじめ定めた対応方法や手順、顧客等への
接し方のポイントいった接客実務に関する内容を盛り込むことが求められま
す。また、中途入社の従業員やパート・アルバイト等にも漏れなく全員が受
講できるようにすることが望まれます。
過去に職場で発生した事案、経験等を踏まえた事例やケーススタディを設

けると、より効果的な内容になると考えられます。また、外部講師等による
研修等を通じて意識改革を図るといったことも有効です。

28



⑤事実関係の正確な確認と事案への対応ですが、相談対応者または相談窓
口対応者が、従業員から相談を受けた場合、顧客等から受けた言動がハラス
メント行為にあたるかどうか判断する必要があります。確認できた情報をも
とに、要求の内容が妥当か、その手段・態様が社会通念上相当かを検討し、
顧客等の要望に関して対応方針を決めていくことになります。相談者の心身
の状況や事案の受け止め方等にも配慮し、意向に沿いながら丁寧かつ慎重に
事実確認を行います。
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⑥従業員への配慮の措置については、従業員がカスハラの被害を受けた場
合、速やかに被害を受けた従業員に対する配慮の措置を行う必要があります。
従業員の安全確保は、顧客等が殴る、蹴る、物を投げるといった暴力行為

や身体に触るといったセクハラ行為を行ってくる場合、現場監督者が顧客対
応を代わり、顧客等から従業員を引き離す、状況に応じて弁護士や管轄の警
察と連携を取りながら、本人の安全を確保する等の対応があります。
精神面への配慮は、顧客等からの言動により、従業員にメンタルヘルス不

調の兆候がある場合、産業医や産業カウンセラー、臨床心理士等の専門家に
相談対応を依頼してアフターケアを行う、または専門の医療機関への受診を
促します。
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⑦再発防止のための取組については、カスハラ問題が一旦解決した後も、
同様の問題が再発することを防ぐため、取組を継続し、従業員の顧客対応の
理解を深めることを目的とします。カスハラの再発防止は容易ではありませ
んが、従業員の接客態度によりクレームがカスハラに発展するようなケース
については、接客対応の改善によって再発防止を図ることが可能です。
社内事例ごとに検証し、新たな防止策を検討し、毎年のトップメッセージ

やクレーム対応マニュアル、研修などの見直し・改善に役立てることが望ま
れます。
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⑧その他、カスハラの予防・解決のために取り組むべきことについては、
ポイントが２つあります。ひとつめはハラスメント発生状況の迅速な把握に
なります。従業員からの相談を待つばかりでなく、カスハラの発生を迅速に
把握し、またカスハラになりそうな予兆を捉えるため、能動的に情報を取得
する取組や仕組みが必要となります。例として画面のようなものがあります。

32



ふたつ目のポイントは、事案発生後の振り返りのための情報の記録・管理
になります。顧客等の申し出内容および対応の経緯、結果は正確に記録し、
関係部署に共有・報告するとともに、再発防止策の検討に活用します。
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最後に、企業の取組のきっかけ、メリット、運用について解説します。
企業がカスハラ対策の取組を進めたきっかけとして、従業員の職場環境改

善を目的としたものや、サービス改善の延⾧で取組がなされていることが確
認できます。その一方で、カスハラの認知度が向上したためといったハラス
メント防止対策の認知が進んだことによる影響と考えられるものも見られま
す。
経営層の働きかけで急に取組が進んだといったものもあり、トップメッ

セージ等によって取組を進めることは有効な手段として考えられます。
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カスハラに取り組むことによる企業のメリットについては、カスハラ対策
に積極的に取り組むことによって、業務への影響、従業員への影響、職場環
境への影響といった複数のメリットが確認されています。
画面にあるようなメリット以外にも、従業員を守るということを行動で示

す大事さを会社組織として再認識できる、人材の確保が難しい中、カスハラ
対策等により職場環境をよくすることで離職者を減らすことにつながると
いった意見も確認できています。
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カスハラ対策の運用の見直しですが、こちらもいわゆるＰＤＣＡサイクル
を回すということになります。カスハラ対策を継続して実施していく中で、
取組の効果を高めていくためには、必要に応じて取組内容を見直すことが重
要です。
過去に発生した相談内容の変化、相談件数の推移、トラブル事案対応者の

感想を材料にして、定期的に取組の検証を行い、改善点があれば見直しをす
ることをお勧めします。
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取組に際しての課題ですが、判断基準を明瞭にできない、顧客への毅然と
した対応が難しいといったものや、企業側だけでなく顧客側の理解も必要と
いった意見が出ています。特に判断基準に関しては、社会通念というのが抽
象的で具体性がない、従業員個々人が勝手にカスハラと判断しないか心配と
いった意見があります。
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以上、カスタマーハラスメント対策企業マニュアルのポイントについて解
説をさせていただきました。本日はご静聴いただき誠にありがとうございま
した。
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